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(金額は百万円未満切捨て)
１．2023年９月期の運用、資産の状況（2023年４月１日～2023年９月30日）

（１）運用状況 (％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年９月期 7,239 8.6 3,775 13.0 3,354 14.7 3,353 14.7

2023年３月期 6,664 17.1 3,341 24.7 2,924 27.5 2,923 27.5
　

１口当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

営業収益
経常利益率

円 ％ ％ ％

2023年９月期 3,279 3.2 1.6 46.3

2023年３月期 2,935 2.9 1.4 43.9
（注）１口当たり当期純利益については、当期純利益を日数加重平均投資口数（2023年３月期：996,131口、2023年９月期：1,022,826口）

で除することにより、算出しています。

（２）分配状況
1口当たり分配金

（利益超過分配金

は含まない）

分配金総額

（利益超過分配金

は含まない）

1口当たり

利益超過分配金

利益超過分配金

総額
配当性向 純資産配当率

円 百万円 円 百万円 ％ ％

2023年９月期 3,038 3,107 － － 92.6 3.0

2023年３月期 2,860 2,925 － － 100.0 2.8
（注１）配当性向については、次の算式で計算しています。

配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100
（注２）2023年３月期の１口当たり分配金は、当期未処分利益に圧縮積立金取崩額１百万円を加算した金額を発行済投資口の総口数で除し

て計算しています。
（注３）2023年９月期の１口当たり分配金は、当期未処分利益から圧縮積立金繰入額246百万円を控除した金額を発行済投資口の総口数で除

して計算しています。

　

（３）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円

2023年９月期 220,925 103,878 47.0 101,560
2023年３月期 209,923 103,449 49.3 101,141

　

　

（４）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年９月期 12,013 △17,972 6,075 9,525

2023年３月期 9,342 △17,893 7,687 9,409
　

　

　　



２．2024年３月期の運用状況の予想（2023年10月１日～2024年３月31日）及び2024年９月期の運用状況の予想（2024
年４月１日～2024年９月30日）

　

(％表示は対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

1口当たり分配
金（利益超過分
配金は含まな

い）

1口当たり利益
超過分配金

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円

2024年３月期 7,191 △0.7 3,743 △0.8 3,323 △0.9 3,322 △0.9 2,959 －

2024年９月期 6,443 △10.4 3,116 △16.7 2,679 △19.4 2,678 △19.4 2,400 －

（参考）１口当たり予想当期純利益（2024年３月期）3,248円、（2024年９月期）2,618円
（注）2024年３月期および2024年９月期の１口当たり分配金は、当期純利益から積み立てを見込んでいる圧縮積立金

（2024年３月期：296百万円、2024年９月期：223百万円）を控除した残額を分配することを前提としていま
す。

※ その他

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無

② ①以外の会計方針の変更 ：無

③ 会計上の見積りの変更 ：無

④ 修正再表示 ：無
　

（２）発行済投資口の総口数

① 期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2023年９月期 1,022,826 口 2023年３月期 1,022,826 口

② 期末自己投資口数 2023年９月期 0 口 2023年３月期 0 口
　

(注)１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、26ページ「１口当たり情報に関する注記」をご覧ください。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。
　
　

※ 特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来性に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及
び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能
性があります。また、本予想数値は10ページ「2024年３月期（第41期）及び2024年９月期（第42期）の運用状況
の予想の前提条件」記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の営業収益、営
業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金は変動する可能性があります。本予想は分配金の額を保証す
るものではありません。
　添付されている財務諸表は、日本の会計基準によって作成されたものです。
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１．運用状況

（１）運用状況

① 当期の概況

Ａ．投資法人の主な推移

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。以

下、「投信法」といいます。）に基づき、グローバル・アライアンス・リアルティ株式会社を設立企画人とし

て、2003年４月16日に出資総額200百万円（400口）で設立され、2003年５月28日関東財務局への登録が完了し

ました（登録番号 関東財務局長 第20号）。

2003年９月25日に公募による投資口の追加発行（48,000口）を行い、23,623百万円の資金を調達して、同日

株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」といいます。）の不動産投資信託証券市場に上場し（銘

柄コード：8958）、この度、2023年９月期（第40期）の決算を終了しました。

Ｂ．投資環境と運用の実績

＜投資環境＞

当期の日本経済は、雇用・所得環境が改善する中、個人消費の持ち直しも見られ、緩やかに回復していま

す。

東京のオフィスの賃貸マーケットについては、多くの空室を抱えて竣工した大型オフィスビルが空室率に影

響を与えているものの、既存物件の空室の埋め戻しは順調に進展し、空室率がピークアウトする可能性も出て

きている状況です。一方、賃料については、空室率が５％を超える環境下、穏やかな下落基調が継続していま

す。

オフィスビルの売買マーケットは、良好な資金調達環境が継続する中、国内外の投資家の旺盛な投資意欲が

続いており、Ａクラスビルの物件情報は依然として限定的であることから、物件の取得競争に過熱感が見られ、

売買価格は高止まりした状況が続いています。
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＜運用の実績＞

（イ）資産の取得・譲渡

2023年４月28日にグローバル・ワン名古屋伏見（取得価格17,300百万円）を取得し、2023年９月25日に大

手町ファーストスクエアの一部（信託受益権の準共有持分30％、譲渡価格8,100百万円）を譲渡しました。概

要は以下のとおりです。

＜譲渡の概要＞

物件名称 大手町ファーストスクエア

所在地（住居表示） 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

土地面積（注１） 全体敷地面積10,998.97㎡ うち対象敷地面積1,088.61㎡

延床面積（注１） 一棟全体の延床面積141,228.06㎡ 対象専有面積9,235.43㎡

譲渡資産 不動産信託受益権

土地：所有権（全体敷地７筆のうち３筆）

建物：区分所有権及び区分所有権の共有持分

第１回 25％ 第２回 30％

第３回 30％ 第４回 10％

第５回 ５％

契約締結日 2022年10月24日

譲渡日 第１回 2022年12月６日 第２回 2023年９月25日

第３回 2024年３月25日（予定） 第４回 2024年９月25日（予定）

第５回 2024年10月23日（予定）

譲渡価格（注２） 合計27,000百万円

第１回 6,750百万円 第２回 8,100百万円

第３回 8,100百万円（予定） 第４回 2,700百万円（予定）

第５回 1,350百万円（予定）

損益に及ぼす重要な影響 2023年３月期に営業収益として不動産等売却益888百万円を計上しました。

2023年９月期に営業収益として不動産等売却益1,099百万円を計上しました。

2024年３月期に営業収益として不動産等売却益1,090百万円を計上する予定で

す。

譲渡先 ダイビル株式会社

（注１）「土地面積」及び「延床面積」は、登記簿上に表示されているものを記載しています。

（注２）譲渡価格は、諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方消費税を含まない売買

契約書に記載された売買価格を記載しています。
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＜取得資産の概要＞

物件名称 グローバル・ワン名古屋伏見（旧名称：東松ビル）

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地（住居表示） 愛知県名古屋市中区錦一丁目17番１号

土地（注１） 所有形態 所有権（信託受益権）

面積 2,550.37㎡

建物（注１） 所有形態 所有権（信託受益権）

用途 事務所・駐車場

延床面積 23,161.27㎡

建築時期 1995年３月

構造 鉄骨造陸屋根地下２階付12階建

契約締結日 2022年11月17日

取得価格（注２） 17,300百万円

取得先 芙蓉総合リース株式会社

（注１）「面積」、「用途」、「延床面積」、「建築時期」及び「構造」については、特に記載があるもの

を除き、登記簿上に表示されているものを記載しています。

（注２）取得価格は、諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方消費税を含まない売買

契約書に記載された売買価格を記載しています。

　 （参考情報）

2023年11月30日にグローバル・ワン上野（本書の日付現在の名称はＮＢＦ上野ビルであり、本投資法人に

よる取得後、名称を変更する予定です。以下、同じです。）（取得価格9,900百万円）と淀屋橋フレックスタ

ワー（譲渡価格9,833百万円）の交換を行う予定です。法人税法第50条「交換により取得した資産の圧縮額の

損金算入」の規程を適用し、圧縮記帳を行う予定であり、譲渡益は発生しない予定です。なお、取得価格と

譲渡価格との差額である交換差金（67百万円）については、引渡日に手元資金にて支払う予定です。

（ロ）本投資法人の保有する資産の運用管理

本投資法人の保有資産は、2023年９月30日現在において、オフィス13物件、取得価格の総額212,572百万

円、総賃貸可能面積153,228.11㎡となっています。当期末時点のポートフォリオ全体の稼働率は、96.6％で

す。
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Ｃ．資金調達の概要

本投資法人は、資金の調達を目的として、投資口の発行のほか、借入れ及び投資法人債の発行を行うことが

あります。有利子負債は、資産の長期運用及び将来の金利上昇リスク軽減の観点から、長期固定金利での調達

を基本としています。

当期においては、グローバル・ワン名古屋伏見の取得資金に充当するため、2023年４月28日付で総額17,000

百万円の借入れを行いました。

また、2023年９月29日に返済期限が到来した既存の借入金6,000百万円の返済資金に充当するため、同日付で

5,000百万円の借入れを行い、手元資金1,000百万円とあわせて返済を行いました。

なお、大手町ファーストスクエアの持分売却により得た資金で、2022年12月７日に借入を行った2,400百万円

については2023年９月26日に、2023年４月28日に借入を行った4,600百万円については2023年9月29日に、それ

ぞれ期日弁済を行いました。

2023年９月30日現在の出資総額（純額）は100,016百万円、発行済投資口の総口数は1,022,826口、借入金残

高は86,900百万円、投資法人債発行残高は18,700百万円です。

なお、2023年９月30日現在の格付の状況は以下のとおりです。

信用格付業者 格付内容

株式会社日本格付研究所 長期発行体格付

格付けの見通し

： AA－

： 安定的

債券格付 ： AA－

Ｄ．業績及び分配の概要

上記運用の結果、当期の実績として営業収益7,239百万円、営業利益3,775百万円、経常利益3,354百万円、当

期純利益3,353百万円を計上しました。

分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含みます。以

下、「租税特別措置法」といいます。）第67条の15）の適用により、利益分配金が損金算入されることを企図

するとともに、大手町ファーストスクエアの一部譲渡による売却益の一部（246百万円）を圧縮積立金として内

部留保し、当期未処分利益から当該圧縮積立金繰入額を控除した残額のうち発行済投資口の総口数1,022,826口

の整数倍の最大値となる3,107百万円を利益分配金として分配することといたしました。この結果、投資口１口

当たりの分配金は3,038円となりました。なお、売却益の内部留保は「特定の資産の買換えの場合の課税の特

例」（租税特別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含みます。以下、「租税特別措置法」といいま

す。）第65条の７）の適用によるものです。
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② 次期の見通し

Ａ．基本方針

本投資法人は、本投資法人の規約（以下、「本規約」といいます。）第２条、第20条及び本規約別添「資産

運用の対象及び方針」に基づき、主として不動産等資産（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成

12年総理府令第129号。その後の改正を含みます。）第105条第１号ヘに定めるもののうち、不動産、不動産の

賃借権、地上権及びこれらの資産のみを信託する信託の受益権をいいます。）に対する投資として運用するこ

とを目的とし、中長期的な観点から、本投資法人の保有する資産（以下、「運用資産」といいます。）の着実

な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。

本投資法人及び資産運用会社たるグローバル・アライアンス・リアルティ株式会社（以下、「資産運用会

社」といいます。）では、不動産投資・運用面のみならず財務運営面においても「投資主価値の最大化」を最

終目的とし、資産運用を行います。

Ｂ．ポートフォリオ戦略

本投資法人は、中長期的な観点から、本投資法人の保有する資産の着実な成長と安定した収益の確保を目指

し、堅実な財務運営を組み合わせて、「投資主価値の最大化」を目的とした運用を行います。具体的には以下

に示す点を重視したポートフォリオ戦略を追求します。

（イ）競争力の高い優良不動産への重点投資

本投資法人は、中長期的な競争力を持つ不動産への投資が重要であると認識しています。そのため、

「近」（利便性の高い）「新」（築年数が浅い）「大」（大型）の各要素を考慮しますが、これらに固執せ

ず、エリア・立地・建物の特性を勘案し、物件固有の競争力を重視した投資を行います。

（ロ）運用資産のクオリティと成長スピードをバランス良く両立させた継続的な資産規模の拡大

本投資法人は、運用資産のクオリティと成長スピードをバランスよく両立させながら、原則として中長期

保有を前提に、持続的な成長と収益安定化のために継続的に不動産を取得し、資産規模の拡大を図ります。

ただし、不動産の取得後において、不動産市況、当該不動産やポートフォリオの状況等を踏まえた総合的な

検討を行い、「投資主価値の最大化」に資すると判断した場合は、当該不動産を売却することもあります。

（ハ）高稼働率の維持と賃料収入の維持・向上を目指すとともに、管理品質の水準と管理コストのバランスを最

適化

本投資法人は、テナントとの信頼関係の維持・強化に努め、テナント満足度向上のためのサービス強化を

推進していくことにより、高水準の稼働率維持及び賃料収入の維持・向上を目指します。また、テナントニ

ーズに的確に応えながら、管理品質の水準と管理コストのバランスを最適化します。
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Ｃ．決算後に生じた重要な事実

　 資産の交換（予定）

　2023年11月16日付で、交換による資産の取得及び譲渡を決定しました。概要は以下のとおりです。

＜交換の概要＞

交換先 ダイビル株式会社

契約締結日 2023年11月16日

引渡予定日 2024年３月28日

交換差金
取得価格と譲渡価格の差額である交換差金（139百万円）については、交換先

であるダイビル株式会社より引渡日に受領予定です。

圧縮記帳

取得資産については、法人税法第50条の「交換により取得した資産の圧縮額

の損金算入」の規定を適用し、圧縮記帳を行う予定であり、交換差損益は発

生しない予定です。

＜交換による取得予定資産の概要①＞

物件名称 新ダイビル

特定資産の種類 不動産

所在地（住居表示） 大阪府大阪市北区堂島浜一丁目２番１号

土地（注１）
所有形態 所有権（共有持分５％）

面積 8,426.76㎡（全体敷地面積）

建物（注１）

所有形態 所有権（共有持分５％）

用途 事務所・駐車場・店舗

延床面積 75,826.76㎡（一棟全体の延床面積）

建築時期 2015年３月

構造
鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋

根地下２階付31階建

取得予定価格（注２） 3,455百万円

＜交換による取得予定資産の概要②＞

物件名称 土佐堀ダイビル

特定資産の種類 不動産

所在地（住居表示） 大阪府大阪市西区土佐堀二丁目２番４号

土地（注１）
所有形態 所有権（共有持分20％）

面積 4,173.40㎡（全体敷地面積）（注３）

建物（注１）

所有形態 所有権（共有持分20％）

用途 事務所・車庫・店舗

延床面積 35,198.77㎡（一棟全体の延床面積）

建築時期 2009年７月

構造 鉄骨造陸屋根地下１階付17階建

取得予定価格（注２） 4,461百万円
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＜交換による譲渡予定資産の概要＞

物件名称 楽天クリムゾンハウス青山

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地（住居表示） 東京都港区南青山二丁目６番21号

土地（注１）
所有形態 所有権（信託受益権の準共有持分20％）

面積 3,039.08㎡（全体敷地面積）

建物（注１）

所有形態 所有権（信託受益権の準共有持分20％）

用途 事務所・共同住宅・駐車場・店舗

延床面積 20,958.79㎡（一棟全体の延床面積）（注４）

建築時期 2003年５月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付17階建

譲渡予定価格（注２） 8,055百万円

（注１）「面積」、「用途」、「延床面積」、「建築時期」及び「構造」については、特に記載があるもの

を除き、登記簿上に表示されているものを記載しています。

（注２）取得予定価格及び譲渡予定価格は、諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方

消費税を含まない交換契約書に記載された価格を記載しています。

（注３）「土地面積」は、分筆がなされることを前提とした面積です。

（注４）建物は地上17階地下２階のオフィス棟（名称：楽天クリムゾンハウス青山）と地上８階地下２階の

住宅棟（全12戸）（名称：南青山ガーデンコート）から構成されていますが、登記上は一棟の建物

になっています。

　



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2023年９月期 決算短信

9

Ｄ．運用状況の見通し

2024年３月期（第41期：2023年10月１日～2024年３月31日）及び2024年９月期（第42期：2024年４月１日～

2024年９月30日）の運用状況につきましては、以下のとおり見込んでいます。運用状況の見通しの前提条件に

つきましては、次ページに記載の「2024年３月期（第41期）及び2024年９月期（第42期）の運用状況の予想の

前提条件」をご参照ください。

なお、主な増減益要因として以下を見込んでいます。

2024年３月期（第41期：2023年10月１日～2024年３月31日）

＜増益要因＞

・グローバル・ワン名古屋伏見取得による不動産賃貸事業損益（46百万円）

・グローバル・ワン上野取得による不動産賃貸事業損益（126百万円）

＜減益要因＞

・大手町ファーストスクエア一部譲渡による不動産等売却益（８百万円）

・大手町ファーストスクエア一部譲渡による不動産賃貸事業損益（90百万円）

・淀屋橋フレックスタワー譲渡による不動産賃貸事業損益（129百万円）

2024年９月期（第42期：2024年４月１日～2024年９月30日）

＜増益要因＞

・グローバル・ワン上野取得による不動産賃貸事業損益（44百万円）

・新ダイビル一部取得による不動産賃貸事業損益（48百万円）

・土佐堀ダイビル一部取得による不動産賃貸事業損益（85百万円）

＜減益要因＞

・大手町ファーストスクエア一部譲渡による不動産等売却益（730百万円）

・大手町ファーストスクエア一部譲渡による不動産賃貸事業損益（47百万円）

・淀屋橋フレックスタワー譲渡による不動産賃貸事業損益（46百万円）

・楽天クリムゾンハウス青山一部譲渡による不動産賃貸事業損益（70百万円）

（注）大手町ファーストスクエア一部譲渡による2024年３月期（第41期）の不動産等売却益は1,090百万円、

2024年９月期（第42期）の不動産等売却益は360百万円を見込んでおり、上記減益要因については、前

期に計上し又は計上を見込んでいる大手町ファーストスクエア一部譲渡による不動産等売却益からの

減少額を記載しています。また、物件の取得又は譲渡による増減益要因の金額は、当該取得又は譲渡

を行った期においては当該期における影響額を、翌期については通期分の影響額と前期の影響額との

差額をそれぞれ記載しています。

2024年３月期（第41期：2023年10月１日～2024年３月31日）

営業収益 7,191百万円

営業利益 3,743百万円

経常利益 3,323百万円

当期純利益 3,322百万円

１口当たり分配金 2,959円

１口当たり利益超過分配金 －円

2024年９月期（第42期：2024年４月１日～2024年９月30日）

営業収益 6,443百万円

営業利益 3,116百万円

経常利益 2,679百万円

当期純利益 2,678百万円

１口当たり分配金 2,400円

１口当たり利益超過分配金 －円

（注）上記予想数値は次ページに記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実

際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金は変動する可能性があります。

また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。
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2024年３月期（第41期）及び2024年９月期（第42期）の運用状況の予想の前提条件

項目 前提条件

計算期間
第41期：2023年10月１日～2024年３月31日（183日）

第42期：2024年４月１日～2024年９月30日（183日）

運用資産

・運用状況の予想にあたっては、2023年９月30日現在の保有物件13物件に以下の物件の異動を加え、こ

れらを除き2024年９月期末（2024年９月30日）までの間、その他の異動（追加物件の取得、既存物件

の売却）がないことを前提として計算しています。

　グローバル・ワン上野、新ダイビル（持分５％）及び土佐堀ダイビル（持分20％）の取得。

　淀屋橋フレックスタワー、大手町ファーストスクエア（持分30％：2024年３月25日、持分10％：2024

年９月25日）、楽天クリムゾンハウス青山（持分20％）の譲渡。

・運用資産の異動により変動する可能性があります。

投資口数
・2023年９月30日現在の発行済投資口の総口数1,022,826口を前提としています。

・１口当たり分配金につきましても上記投資口の総口数1,022,826口を前提として算出しています。

営業収益

・賃貸事業収入については、テナント動向、近隣競合物件の存在、市場動向等を勘案し、テナントによ

る賃料の滞納又は不払いがないことを前提として、算出しています。

・営業収益のうち、大手町ファーストスクエア譲渡による不動産等売却益として、2024年３月期は

1,090百万円、2024年９月期は360百万円をそれぞれ見込んでいます。

・グローバル・ワン上野と淀屋橋フレックスタワーの交換及び新ダイビル（持分５％）・土佐堀ダイビ

ル（持分20％）と楽天クリムゾンハウス青山（持分20％）の交換については、法人税法第50条「交換

により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規程を適用し、圧縮記帳を行う予定であり、譲渡益は発

生しない予定です。

営業費用

・減価償却費以外の賃貸事業費用については、過去の実績値をベースに費用の変動要素を反映して算出

しています。

・グローバル・ワン上野に係る売主との固定資産税及び都市計画税の精算分は取得原価に算入されるた

め、2024年３月期の営業費用にはなりません。

ただし、2024年９月期以降に納付する当該物件に係る固定資産税及び都市計画税（償却資産税を除く

2024年度税額：年間45百万円、６ヶ月換算22百万円）は、2024年９月期以降営業費用となります。

・新ダイビルに係る売主との固定資産税及び都市計画税の精算分は取得原価に算入されるため、2024年

３月期及び2024年９月期の営業費用にはなりません。

ただし、2025年３月期以降に納付する当該物件に係る固定資産税及び都市計画税（償却資産税を除く

2024年度税額：年間16百万円、６ヶ月換算８百万円）は、2025年３月期以降営業費用となります。

・土佐堀ダイビルに係る売主との固定資産税及び都市計画税の精算分は取得原価に算入されるため、

2024年３月期及び2024年９月期の営業費用にはなりません。

ただし、2025年３月期以降に納付する当該物件に係る固定資産税及び都市計画税（償却資産税を除く

2024年度税額：年間26百万円、６ヶ月換算13百万円）は、2025年３月期以降営業費用となります。

・賃貸事業に係る外部委託費は2024年３月期638百万円、2024年９月期643百万円、公租公課は2024年３

月期529百万円、2024年９月期556百万円と想定しています。

・修繕費は2024年３月期138百万円、2024年９月期68百万円を想定していますが、様々な要因により緊

急修繕を行い、これに伴い、修繕費が想定金額を上回る可能性があります。

・減価償却費は定額法により算出します。減価償却費は、対象資産の保有期間に応じて費用計上するこ

ととし、2024年３月期952百万円、2024年９月期934百万円と想定しています。

・賃貸事業費用以外の営業費用（資産運用報酬、資産保管・一般事務委託手数料等）は、2024年３月期

698百万円、2024年９月期627百万円を想定しています。

営業外費用
・営業外費用については、支払利息等合計で2024年３月期419百万円、2024年９月期437百万円を想定し

ています。

　



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2023年９月期 決算短信

11

借入金及び

投資法人債

・2023年９月30日現在、総額86,900百万円の借入れがあり、2024年３月期及び2024年９月期に返済期限

が到来する借入金については、大手町ファーストスクエアの持分の売却資金によって返済予定のブリ

ッジローンの残高9,200百万円を除き、全額借換えを行うことを前提としています。

・借入金利の変動により、１口当たり分配金は変動する可能性があります。

・2023年９月30日現在、総額18,700百万円の投資法人債発行残高があり、2024年９月期末（2024年９月

30日）まで投資法人債発行残高に変動がないことを前提としています。

１口当たり

分配金

・分配金（１口当たり分配金）は、本規約に定める金銭の分配の方針を前提として算出しています。

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要

因により１口当たり分配金は変動する可能性があります。

・2024年３月期及び2024年９月期の決算で「特定の資産の買換えの場合の課税の特例」（租税特別措置

法第65条の７）に基づき、大手町ファーストスクエアの５期分割譲渡の３回目決済（30％）及び４回

目決済（10％）による売却益の一部について、租税特別措置法第67条の15に定める導管性の要件に抵

触しない範囲かつ任意に取崩し可能な範囲で圧縮積立金として296百万円と223百万円をそれぞれ積み

立てることを見込んでいます。

１口当たり

利益超過

分配金

・利益超過の分配（１口当たり利益超過分配金）については、現時点では行う予定はありません。

その他

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の上場規則、一般社団法人投資信託協会の規則等において、

上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。

・一般的な経済動向及び不動産市況に不測の重大な変化が生じないことを前提としています。
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（２）投資リスク

最近の有価証券報告書（2023年６月27日提出）における「投資リスク」から重要な変更がないため開示を省略し

ています。
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２．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前期
(2023年３月31日)

当期
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,574,400 6,082,481

信託現金及び信託預金 10,208,646 11,954,704

営業未収入金 132,016 133,736

前払費用 498,385 554,537

未収消費税等 308,162 －

預け金 44 44

立替金 321 －

流動資産合計 17,721,976 18,725,505

固定資産

有形固定資産

建物 2,505,597 2,546,880

減価償却累計額 △403,942 △443,702

建物（純額） 2,101,655 2,103,177

構築物 2,403 3,575

減価償却累計額 △1,636 △1,816

構築物（純額） 767 1,759

機械及び装置 8,604 8,604

減価償却累計額 △1,642 △1,935

機械及び装置（純額） 6,961 6,669

工具、器具及び備品 4,333 4,333

減価償却累計額 △1,086 △1,234

工具、器具及び備品（純額） 3,246 3,099

土地 7,438,106 7,438,106

建設仮勘定 2,589 4,959

信託建物 66,174,113 66,781,357

減価償却累計額 △19,757,300 △19,840,254

信託建物（純額） 46,416,812 46,941,102

信託構築物 1,000,309 996,663

減価償却累計額 △388,761 △402,621

信託構築物（純額） 611,547 594,042

信託機械及び装置 640,617 643,592

減価償却累計額 △517,315 △523,894

信託機械及び装置（純額） 123,302 119,697

信託工具、器具及び備品 260,220 231,598

減価償却累計額 △188,325 △170,794

信託工具、器具及び備品（純額） 71,894 60,804

信託土地 135,014,439 144,527,841

信託建設仮勘定 4,716 2,967

有形固定資産合計 191,796,040 201,804,227

無形固定資産

その他 1,561 757

信託その他無形固定資産 85 49

無形固定資産合計 1,647 806

　



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2023年９月期 決算短信

14

(単位：千円)

前期
(2023年３月31日)

当期
(2023年９月30日)

投資その他の資産

長期前払費用 305,637 303,319

長期前払消費税等 4,748 7,636

繰延税金資産 13 15

差入保証金 10,000 10,000

投資その他の資産合計 320,399 320,971

固定資産合計 192,118,086 202,126,005

繰延資産

投資法人債発行費 83,478 74,080

繰延資産合計 83,478 74,080

資産合計 209,923,541 220,925,591

負債の部

流動負債

営業未払金 556,430 500,002

短期借入金 2,400,000 6,900,000

1年内償還予定の投資法人債 － 3,000,000

1年内返済予定の長期借入金 16,500,000 18,300,000

未払金 1,009 47,279

未払費用 183,272 209,415

未払法人税等 868 870

未払消費税等 － 299,415

前受金 727,546 857,553

預り金 564 19

未払分配金 5,783 6,066

流動負債合計 20,375,475 30,120,622

固定負債

投資法人債 18,700,000 15,700,000

長期借入金 59,000,000 61,700,000

預り敷金及び保証金 515,244 519,172

信託預り敷金及び保証金 7,882,893 9,007,268

固定負債合計 86,098,138 86,926,440

負債合計 106,473,614 117,047,063

純資産の部

投資主資本

出資総額 102,516,247 102,516,247

出資総額控除額 △2,499,725 △2,499,725

出資総額（純額） 100,016,522 100,016,522

剰余金

任意積立金

圧縮積立金 509,463 508,121

任意積立金合計 509,463 508,121

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,923,940 3,353,883

剰余金合計 3,433,404 3,862,005

投資主資本合計 103,449,926 103,878,528

純資産合計 ※1 103,449,926 ※1 103,878,528

負債純資産合計 209,923,541 220,925,591
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前期

(自 2022年10月１日
　至 2023年３月31日)

当期
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業収益

賃貸事業収入 ※1 5,768,682 ※1 6,138,148

その他賃貸事業収入 ※1 7,616 ※1 1,652

不動産等売却益 ※2 888,336 ※2 1,099,860

営業収益合計 6,664,634 7,239,662

営業費用

賃貸事業費用 ※1 2,702,161 ※1 2,794,491

資産運用報酬 452,209 491,451

役員報酬 7,902 7,902

資産保管手数料 24,411 25,562

一般事務委託手数料 55,005 57,812

会計監査人報酬 10,800 10,800

その他営業費用 70,420 76,313

営業費用合計 3,322,911 3,464,333

営業利益 3,341,723 3,775,328

営業外収益

受取利息 86 90

未払分配金除斥益 643 789

消費税等還付加算金 － 1,092

営業外収益合計 730 1,972

営業外費用

支払利息 250,850 272,182

投資法人債利息 52,382 52,105

投資法人債発行費償却 9,397 9,397

投資口交付費 26,787 －

融資関連費用 77,575 88,208

その他 638 641

営業外費用合計 417,631 422,535

経常利益 2,924,822 3,354,765

税引前当期純利益 2,924,822 3,354,765

法人税、住民税及び事業税 881 884

法人税等調整額 0 △2

法人税等合計 882 882

当期純利益 2,923,940 3,353,883

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,923,940 3,353,883

　



グローバル・ワン不動産投資法人(8958) 2023年９月期 決算短信

16

（３）投資主資本等変動計算書

前期（自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）

(単位：千円)

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額）
任意積立金

圧縮積立金 任意積立金合計

当期首残高 94,900,830 △2,499,725 92,401,105 519,010 519,010

当期変動額

新投資口の発行 7,615,416 － 7,615,416 － －

圧縮積立金の取崩 － － － △9,547 △9,547

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計 7,615,416 － 7,615,416 △9,547 △9,547

当期末残高 102,516,247 △2,499,725 100,016,522 509,463 509,463

投資主資本

純資産合計
剰余金

投資主資本合計当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計

当期首残高 2,292,717 2,811,728 95,212,833 95,212,833

当期変動額

新投資口の発行 － － 7,615,416 7,615,416

圧縮積立金の取崩 9,547 － － －

剰余金の配当 △2,302,264 △2,302,264 △2,302,264 △2,302,264

当期純利益 2,923,940 2,923,940 2,923,940 2,923,940

当期変動額合計 631,223 621,676 8,237,093 8,237,093

当期末残高 2,923,940 3,433,404 103,449,926 103,449,926
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当期（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

(単位：千円)

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額）
任意積立金

圧縮積立金 任意積立金合計

当期首残高 102,516,247 △2,499,725 100,016,522 509,463 509,463

当期変動額

圧縮積立金の取崩 △1,341 △1,341

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計 － － － △1,341 △1,341

当期末残高 102,516,247 △2,499,725 100,016,522 508,121 508,121

投資主資本

純資産合計
剰余金

投資主資本合計当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△）

剰余金合計

当期首残高 2,923,940 3,433,404 103,449,926 103,449,926

当期変動額

圧縮積立金の取崩 1,341 － － －

剰余金の配当 △2,925,282 △2,925,282 △2,925,282 △2,925,282

当期純利益 3,353,883 3,353,883 3,353,883 3,353,883

当期変動額合計 429,943 428,601 428,601 428,601

当期末残高 3,353,883 3,862,005 103,878,528 103,878,528
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（４）金銭の分配に係る計算書

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

Ⅰ 当期未処分利益 2,923,940,564円 3,353,883,652円

Ⅱ 任意積立金

　 圧縮積立金取崩額 1,341,796円 －円

　 圧縮積立金繰入額 －円 246,538,264円

Ⅲ 分配金の額 2,925,282,360円 3,107,345,388円

（投資口１口当たりの分配金の額） （2,860円） （3,038円）

Ⅳ 次期繰越利益 －円 －円

分配金の額の算出方法 本規約第26条第１項の定める分配

方針に基づき、分配金の額は利益の

金額を限度とし、かつ租税特別措置

法第67条の15に規定されている「配

当可能利益の額」の90％に相当する

金額を超えるものとしています。か

かる方針により、当期未処分利益に

圧縮積立金取崩額を加算した金額を

超えない額で発行済投資口の総口数

1,022,826口の整数倍の最大値とな

る2,925,282,360円を利益分配金と

して分配することとしました。な

お、本規約第26条第１項第３号に定

める利益を超えた金銭の分配は行い

ません。

本規約第26条第１項の定める分配

方針に基づき、分配金の額は利益の

金額を限度とし、かつ租税特別措置

法第67条の15に規定されている「配

当可能利益の額」の90％に相当する

金額を超えるものとしています。か

かる方針により、当期未処分利益か

ら租税特別措置法第65条の7で定め

る圧縮積立金繰入額を控除し、その

残額のうち発行済投資口の総口数

1,022,826口の整数倍の最大値とな

る3,107,345,388円を利益分配金と

して分配することとしました。な

お、本規約第26条第１項第３号に定

める利益を超えた金銭の分配は行い

ません。
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（５）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前期

(自 2022年10月１日
　至 2023年３月31日)

当期
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,924,822 3,354,765

減価償却費 902,351 961,186

固定資産除却損 257 1,803

消費税等還付加算金 － △1,092

投資法人債発行費償却 9,397 9,397

投資口交付費 26,787 －

受取利息 △86 △90

支払利息 303,232 324,288

営業未収入金の増減額（△は増加） 21,785 △11,244

未収消費税等の増減額（△は増加） △308,162 308,162

営業未払金の増減額（△は減少） 37,412 △10,156

未払費用の増減額（△は減少） 37,997 24,822

未払消費税等の増減額（△は減少） △145,609 299,415

前受金の増減額（△は減少） △30,615 130,007

預り金の増減額（△は減少） 531 △545

前払費用の増減額（△は増加） 74,184 △56,152

長期前払費用の増減額（△は増加） 21,554 2,318

長期前払消費税等の増減額（△は増加） △1,270 △2,888

信託有形固定資産の売却による減少額 5,767,472 6,956,649

信託無形固定資産の売却による減少額 28 32

その他 4,731 47,077

小計 9,646,803 12,337,757

利息の受取額 86 90

利息の支払額 △303,095 △322,967

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △879 △882

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,342,915 12,013,997

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27,497 △62,369

信託有形固定資産の取得による支出 △17,465,826 △17,911,104

預り敷金及び保証金の受入による収入（信託含
む）

762,031 1,430,431

預り敷金及び保証金の返還による支出（信託含
む）

△422,653 △292,605

預り敷金及び保証金対応預金の払戻による収入
（信託含む）

422,653 293,083

預り敷金及び保証金対応預金の預入による支出
（信託含む）

△1,162,031 △1,430,431

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,893,323 △17,972,994

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,400,000 11,500,000

短期借入金の返済による支出 － △7,000,000

長期借入れによる収入 4,750,000 10,500,000

長期借入金の返済による支出 △4,750,000 △6,000,000

投資口の発行による収入 7,588,629 －

分配金の支払額 △2,301,440 △2,924,210

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,687,188 6,075,789

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △863,219 116,792

現金及び現金同等物の期首残高 10,272,275 9,409,056

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 9,409,056 ※1 9,525,849
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（６）注記表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産

定額法を採用しています。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物・信託建物 ２年～76年

構築物・信託構築物 ２年～58年

機械及び装置・

信託機械及び装置 10年～17年

工具、器具及び備品・

信託工具、器具及び備品 ２年～15年

（２）無形固定資産

定額法を採用しています。

（３）長期前払費用

定額法を採用しています。

２．繰延資産の処理方法 （１）投資法人債発行費

　 償還までの期間にわたり定額法により償却しています。

（２）投資口交付費

　 支出時に全額費用として処理しております。

３．収益及び費用の計上基準 （１）収益に関する計上基準

本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりです。

①不動産等の売却

　不動産等の売却については、不動産売却に係る契約に定められた引渡義務

を履行することにより、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得した時

点で収益計上を行います。

②水道光熱費収入

水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借契約及び付随する合意内容

に基づき、顧客である賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益計上

を行います。

水道光熱費収入のうち、本投資法人が代理人に該当すると判断したものに

ついては、他の当事者が供給する電気、ガス等の料金として収受する額から

当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識します。

（２）固定資産税等の処理方法

保有する不動産及び信託不動産に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産

税等については、賦課決定された税額のうち当期に対応する額を賃貸事業費用

として費用処理する方法を採用しています。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金

として譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上

せず当該不動産等の取得原価に算入しています。

不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額は、前期は2,552千円、当

期は53,043千円です。

４．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及

び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっています。
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５．その他財務諸表作成のため

の基礎となる事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方針

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産内

の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定に

ついて、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目につ

いては、貸借対照表において区分掲記しています。

①信託現金及び信託預金

②信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信

託土地、信託建設仮勘定

③信託その他無形固定資産

④信託預り敷金及び保証金

（２）控除対象外消費税等の処理方法

固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払消費税等に計上し、５年間で

均等額を償却しています。

（貸借対照表に関する注記）

※１．投信法第67条第４項に定める最低純資産額

前期

（2023年３月31日）

当期

（2023年９月30日）

50,000千円 50,000千円
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（損益計算書に関する注記）

※１．不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

（賃料） 4,743,118 5,070,184

（共益費） 534,598 511,022

（水道光熱費収入） 358,963 401,314

（駐車場収入） 107,783 128,034

（付帯収入） 24,218 27,593

計 5,768,682 6,138,148

その他賃貸事業収入

（テナント退去に伴う収入） 5,254 1,434

（その他雑収入） 2,362 218

計 7,616 1,652

不動産賃貸事業収益合計 5,776,298 6,139,801

Ｂ．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

（外部委託費） 628,441 655,442

（水道光熱費） 459,600 481,465

（公租公課） 542,282 555,273

（保険料） 12,603 14,960

（修繕費） 143,499 118,843

（減価償却費） 902,351 961,186

（固定資産除却損） 257 1,803

（その他賃貸事業費用） 13,125 5,515

不動産賃貸事業費用合計 2,702,161 2,794,491

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 3,074,137 3,345,310

※２．不動産等売却損益の内訳

（単位：千円）

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

大手町ファーストスクエア

（準共有持分25％）

大手町ファーストスクエア

（準共有持分30％）

不動産等売却収入 6,750,000 8,100,000

不動産等売却原価 5,767,501 6,957,572

その他売却費用 94,162 42,567

不動産等売却益 888,336 1,099,860
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

発行可能投資口総口数 16,000,000口 16,000,000口

発行済投資口の総口数 1,022,826口 1,022,826口

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

現金及び預金 6,574,400 6,082,481

信託現金及び信託預金 10,208,646 11,954,704

預り敷金及び保証金対応預金

（信託含む）（注） △ 7,373,989 △8,511,337

現金及び現金同等物 9,409,056 9,525,849

（注）テナントから預っている敷金及び保証金であり、テナント退去時にテナントに返還するため預金又は信託預金に

積み立てています。

（収益認識に関する注記）

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前期（自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）

（単位：千円）

顧客との契約から生じる収益
（注１）

外部顧客への売上高

不動産等の売却 6,750,000
888,336
（注２）

水道光熱費収入 358,963 358,963

その他 － 5,417,335

合計 7,108,963 6,664,634

当期（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

（単位：千円）

顧客との契約から生じる収益
（注１）

外部顧客への売上高

不動産等の売却 8,100,000
1,099,860
（注２）

水道光熱費収入 401,314 401,314

その他 － 5,738,487

合計 8,501,314 7,239,662

（注１）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識会計基準の適

用外となるため、「顧客との契約から生じる収益」には含めていません。なお、主な顧客との契約から生じる

収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です。

（注２）不動産等売却収入については、損益計算書において不動産等売却損益（不動産等売却収入より不動産等売却原

価及びその他売却費用を控除した額）として計上します。本投資法人においては、不動産等売却益を営業収益

に、不動産等売却損を営業費用に計上しているため、上表には不動産等売却益の額のみを記載しています。
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２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載のとおりです。

３.顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当計算期間末にお

いて存在する顧客との契約から翌計算期間以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

前期（自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 107,257

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 99,105

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

（２）残存履行義務に配分した取引価格

2022年10月24日に売買契約を締結した不動産は５期に分割して引渡しを行う予定です。当該不動産の売却価格

27,000,000千円のうち、第1回目の6,750,000千円については2022年12月6日に当該不動産等の引渡しが完了してお

り、2023年3月期に収益を認識しました。2023年３月31日現在、不動産等の売却に係る残存履行義務に配分した取

引価格は20,250,000千円であり、第２回目の8,100,000千円については2023年9月25日に、第３回目の8,100,000千

円については2024年３月25日に、第４回目の2,700,000千円については2024年９月25日に、第５回目の1,350,000

千円については2024年10月23日に当該不動産等の引渡しを行う予定です。それに伴う収益を、第２回目は2023年

９月期（第40期）に、第３回目は2024年３月期（第41期）に、第４回目は2024年９月期（第42期）に、第５回目

は2025年３月期（第43期）に認識することを見込んでいます。

　水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直

接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適用指針第19

項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識に関する会計基準第80

－22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。

当期（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 99,105

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 112,689

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

（２）残存履行義務に配分した取引価格

2022年10月24日に売買契約を締結した不動産は５期に分割して引渡しを行う予定です。当該不動産の売却価格

27,000,000千円のうち、第1回目の6,750,000千円については2022年12月6日に、第2回目の8,100,000千円について

は2023年９月25日に当該不動産等の引渡しが完了しており、2023年3月期及び2023年9月期に収益を認識しまし

た。2023年９月30日現在、不動産等の売却に係る残存履行義務に配分した取引価格は12,150,000千円であり、第

３回目の8,100,000千円については2024年３月25日に、第４回目の2,700,000千円については2024年９月25日に、

第５回目の1,350,000千円については2024年10月23日に当該不動産等の引渡しを行う予定です。それに伴う収益

を、第３回目は2024年３月期（第41期）に、第４回目は2024年９月期（第42期）に、第５回目は2025年３月期

（第43期）に認識することを見込んでいます。
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水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直

接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適用指針第19

項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識に関する会計基準第80

－22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。

（セグメント情報等に関する注記）

（セグメント情報）

　前期（自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）及び当期（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）において、本

投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

（関連情報）

　前期（自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ています。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しています。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

楽天グループ株式会社 （注） 不動産賃貸事業

（注）開示することについて顧客からの承諾が得られていないため、記載していません。

　当期（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ています。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しています。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

楽天グループ株式会社 （注） 不動産賃貸事業

（注）開示することについて顧客からの承諾が得られていないため、記載していません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィス（土地を含む。）を有しています。これら賃貸等不

動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

貸借対照表計上額

期首残高 180,800,943 191,793,535

期中増減額 10,992,592 10,005,780

期末残高 191,793,535 201,799,315

期末時価 231,450,000 241,650,000

（注１）「貸借対照表計上額」は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）前期の期中増減額のうち、主な増加額はTHE PEAK SAPPOROの取得によるものであり、主な減少額は大手町ファ

ーストスクエアの売却によるものです。当期の期中増減額のうち、主な増加額はグローバル・ワン名古屋伏見

の取得によるものであり、主な減少額は大手町ファーストスクエアの売却によるものです。

（注３）「期末時価」は主として、本規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める

規則に基づき、不動産鑑定士による鑑定評価額（決算日を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、大

和不動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所、株式会社谷澤総合鑑定所又はJLL森井鑑定株式会社作成

の「不動産鑑定評価書」によります。）を記載しています。なお、期末時価のうち、大手町ファーストスクエ

アについては、前期は2022年10月24日付の売買契約における第２回から第５回の譲渡価格の合計、当期は2022

年10月24日付の売買契約における第３回から第５回の譲渡価格の合計としています。

また、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

（１口当たり情報に関する注記）

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

１口当たり純資産額 101,141円 101,560円

１口当たり当期純利益 2,935円 3,279円

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。また、潜

在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前期

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

当期

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

当期純利益（千円） 2,923,940 3,353,883

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,923,940 3,353,883

期中平均投資口数（口） 996,131 1,022,826
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（その他の注記）

資産の交換（予定）

　2023年９月29日付で、交換による資産の取得及び譲渡を決定しました。概要は以下のとおりです。

＜交換の概要＞

交換先 日本ビルファンド投資法人

契約締結日 2023年９月29日

引渡予定日 2023年11月30日

交換差金

取得価格と譲渡価格との差額である交換差金（67百万円）については、交換

先である日本ビルファンド投資法人に対して引渡日に手元資金にて支払予定

です。

圧縮記帳

取得資産については、法人税法第50条の「交換により取得した資産の圧縮額

の損金算入」の規定を適用し、圧縮記帳を行う予定であり、交換差損益は発

生しない予定です。

＜交換による取得予定資産の概要＞

物件名称 グローバル・ワン上野

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地（住居表示） 東京都台東区東上野四丁目24番11号

土地（注１）
所有形態 敷地権（所有権の共有持分）（注２）

面積 2,405.22㎡（一棟全体）

建物（注１）

所有形態 区分所有権（地下１階・地上１階一部、４～13階）

用途 事務所

延床面積
15,467.77㎡（一棟全体）

うち取得対象面積10,339.37㎡（注３）

建築時期 2010年１月

構造
鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付13階建

（一棟全体）

取得予定価格（注４） 9,900百万円

＜交換による譲渡予定資産の概要＞

物件名称 淀屋橋フレックスタワー

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地（住居表示） 大阪府大阪市中央区高麗橋三丁目３番11号

土地（注１）
所有形態 所有権（信託受益権）

面積 1,692.51㎡

建物（注１）

所有形態 所有権（信託受益権）

用途 事務所・駐車場

延床面積 10,997.50㎡

建築時期 2006年11月

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付12階建

譲渡予定価格（注４） 9,833百万円

（注１）「面積」、「用途」、「延床面積」、「建築時期」及び「構造」については、特に記載があるもの

を除き、登記簿上に表示されているものを記載しています。

（注２）土地については敷地権が設定されており、信託受託者はそのうちの1,442,798分の1,126,293の共有

持分を有しています。

（注３）取得対象部分は、管理組合の管理規約に基づく全体共有持分の約78.06％に相当します。

（注４）取得予定価格及び譲渡予定価格は、諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方

消費税を含まない交換契約書に記載された価格を記載しています。
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（重要な後発事象に関する注記）

資産の交換（予定）

　2023年11月16日付で、交換による資産の取得及び譲渡を決定しました。概要は以下のとおりです。

＜交換の概要＞

交換先 ダイビル株式会社

契約締結日 2023年11月16日

引渡予定日 2024年３月28日

交換差金
取得価格と譲渡価格の差額である交換差金（139百万円）については、交換先

であるダイビル株式会社より引渡日に受領予定です。

圧縮記帳

取得資産については、法人税法第50条の「交換により取得した資産の圧縮額

の損金算入」の規定を適用し、圧縮記帳を行う予定であり、交換差損益は発

生しない予定です。

＜交換による取得予定資産の概要①＞

物件名称 新ダイビル

特定資産の種類 不動産

所在地（住居表示） 大阪府大阪市北区堂島浜一丁目２番１号

土地（注１）
所有形態 所有権（共有持分５％）

面積 8,426.76㎡（全体敷地面積）

建物（注１）

所有形態 所有権（共有持分５％）

用途 事務所・駐車場・店舗

延床面積 75,826.76㎡（一棟全体の延床面積）

建築時期 2015年３月

構造
鉄骨・鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋

根地下２階付31階建

取得予定価格（注２） 3,455百万円

＜交換による取得予定資産の概要②＞

物件名称 土佐堀ダイビル

特定資産の種類 不動産

所在地（住居表示） 大阪府大阪市西区土佐堀二丁目２番４号

土地（注１）
所有形態 所有権（共有持分20％）

面積 4,173.40㎡（全体敷地面積）（注３）

建物（注１）

所有形態 所有権（共有持分20％）

用途 事務所・車庫・店舗

延床面積 35,198.77㎡（一棟全体の延床面積）

建築時期 2009年７月

構造 鉄骨造陸屋根地下１階付17階建

取得予定価格（注２） 4,461百万円
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＜交換による譲渡予定資産の概要＞

物件名称 楽天クリムゾンハウス青山

特定資産の種類 不動産信託受益権

所在地（住居表示） 東京都港区南青山二丁目６番21号

土地（注１）
所有形態 所有権（信託受益権の準共有持分20％）

面積 3,039.08㎡（全体敷地面積）

建物（注１）

所有形態 所有権（信託受益権の準共有持分20％）

用途 事務所・共同住宅・駐車場・店舗

延床面積 20,958.79㎡（一棟全体の延床面積）

建築時期 2003年５月

構造 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付17階建

譲渡予定価格（注２） 8,055百万円

（注１）「面積」、「用途」、「延床面積」、「建築時期」及び「構造」については、特に記載があるもの

を除き、登記簿上に表示されているものを記載しています。

（注２）取得予定価格及び譲渡予定価格は、諸経費、固定資産税及び都市計画税の精算金、消費税及び地方

消費税を含まない交換契約書に記載された価格を記載しています。

（注３）「土地面積」は、分筆がなされることを前提とした面積です。

（注４）建物は地上17階地下２階のオフィス棟（名称：楽天クリムゾンハウス青山）と地上８階地下２階の

住宅棟（全12戸）（名称：南青山ガーデンコート）から構成されていますが、登記上は一棟の建物

になっています。
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（開示の省略）

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、資産除去債務、税効果会計、持分法損益等、関連

当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略します。
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（７）発行済投資口の総口数の増減

本投資法人の当期末日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（純額）（百万円）

備考
増減 残高 増減 残高

2003年４月16日 私募設立 400 400 200 200 （注１）

2003年９月25日 公募増資 48,000 48,400 23,623 23,823 （注２）

2004年10月27日 公募増資 28,000 76,400 21,898 45,721 （注３）

2007年４月20日 公募増資 20,500 96,900 29,304 75,026 （注４）

2014年４月１日 投資口分割 96,900 193,800 － 75,026 （注５）

2017年４月19日 公募増資 28,600 222,400 10,372 85,398 （注６）

2017年５月16日 第三者割当増資 1,500 223,900 544 85,942 （注７）

2018年３月16日 消却 △2,479 221,421 △999 84,942 （注８）

2018年４月１日 投資口分割 664,263 885,684 － 84,942 （注９）

2019年４月16日 公募増資 72,500 958,184 8,523 93,466 （注10）

2019年５月14日 第三者割当増資 3,700 961,884 434 93,901 （注11）

2022年３月22日 消却 △12,888 948,996 △1,499 92,401 （注12）

2022年12月５日 公募増資 70,330 1,019,326 7,254 99,655 （注13）

2022年12月22日 第三者割当増資 3,500 1,022,826 361 100,016 （注14）

（注１）１口当たり発行価格500,000円にて本投資法人が設立されました。

（注２）１口当たり発行価格510,000円（発行価額492,150円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当することを目

的として、公募による新投資口を発行し、資産の運用を開始しました。

（注３）１口当たり発行価格810,460円（発行価額782,094円）にて、新たな特定資産の取得に伴う借入金の返済資金等

に充当することを目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注４）１口当たり発行価格1,479,800円（発行価額1,429,487円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当すること

を目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注５）2014年３月31日を基準日、2014年４月１日を効力発生日として、投資口１口につき２口の割合による投資口の

分割を行いました。

（注６）１口当たり発行価格375,375円（発行価額362,670円）にて、新たな特定資産の取得に伴う借入金の返済資金等

に充当することを目的として、公募による新投資口を発行しました。

（注７）2017年４月19日に行われた公募増資に伴い、１口当たり発行価額362,670円にて、三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社に対して第三者割当による新投資口を発行しました。

（注８）2017年11月16日から2018年２月27日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る取引一任契約に基づく東京

証券取引所における市場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口（2,479口）につ

いては、2018年３月２日に開催された本投資法人の役員会における決議に基づき、その全てを2018年３月16日

に消却しました。

（注９）2018年３月31日を基準日、2018年４月１日を効力発生日として、投資口１口につき４口の割合による投資口の

分割を行いました。

（注10）１口当たり発行価格121,680円（発行価額117,561円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当することを目

的として、公募による新投資口を発行しました。

（注11）2019年４月16日に行われた公募増資に伴い、１口当たり発行価額117,561円にて、三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社に対して第三者割当による新投資口を発行しました。
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（注12）2021年11月17日から2022年２月28日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る取引一任契約に基づく東京

証券取引所における市場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口（12,888口）に

ついては、2022年３月８日に開催された本投資法人の役員会における決議に基づき、その全てを2022年３月22

日に消却しました。

（注13）１口当たり発行価格106,762円（発行価額103,148円）にて、新たな特定資産の取得資金等に充当することを目

的として、公募による新投資口を発行しました。

（注14）2022年12月５日に行われた公募増資に伴い、１口当たり発行価額103,148円にて、三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社に対して第三者割当による新投資口を発行しました。
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３．参考情報

（１）運用資産等の価格に関する情報

① 投資状況

（2023年９月30日現在）

資産の種類
内容等に
よる区分

用途等に
よる区分

地域等による区分

貸借対照表計上額

（百万円）

（注１）

資産合計に

対する投資比率

（％）

（注２）

不動産 － オフィス その他３大都市圏 9,552 4.3

信託不動産 不動産を信託す

る信託の受益権

オフィス 東京都心５区（注３） 69,159 31.3

その他東京都内23区 48,182 21.8

東京周辺都市部 34,199 15.5

その他３大都市圏 23,728 10.7

３大都市圏以外の政令

指定都市
16,976 7.7

その他の資産 預金等その他の資産 － 19,126 8.7

資産合計（注４） －
220,925 100.0

(201,799) (91.3)

貸借対照表計上額
（百万円）

資産総額に対する比率
（％）
(注５)

負債総額 117,047 53.0

純資産総額 103,878 47.0

資産総額 220,925 100.0

（注１）不動産及び不動産を信託する信託の受益権に係る「貸借対照表計上額」は減価償却後の金額であり、また、信

託財産内の預金は含まれていません。

（注２）「資産合計に対する投資比率」は、貸借対照表計上額に関する比率であり、小数点第２位を四捨五入していま

す。

（注３）「東京都心５区」は、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。

（注４）「資産合計」における括弧内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載し

ています。

（注５）「資産総額に対する比率」は、小数点第２位を四捨五入しています。
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② 投資資産

Ａ．投資有価証券の主要銘柄

該当事項はありません。

Ｂ．投資不動産物件

投資不動産物件は、下記「Ｃ．その他投資資産の主要なもの」に一括表記しています。

Ｃ．その他投資資産の主要なもの

（イ）投資資産である不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産の概要及び価額と投資比率

下記の表は、2023年９月30日現在における本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託

の信託財産である不動産（以下、「本件不動産」といいます。）の概要を一覧表にまとめたものです。本件

不動産は、いずれもテナントに対する賃貸用であり、主たる用途がオフィスである建物及びその敷地です。

地域区分
物件

番号
物件名称

資産の

種類

取得価格

（百万円）

（注１）

投資比率

（注２）

地域区分毎の

投資比率

（注２）

貸借対照

表計上額

（百万円）

期末算定

価額

（百万円）

（注３）

東京

都心

５区

１
大手町
ファーストスクエア

信託

不動産
10,572 5.0％

34.0％

10,437 11,250

２ 平河町森タワー
信託

不動産
18,200 8.6％ 16,750 24,200

３
楽天クリムゾンハウス
青山

信託

不動産
35,000 16.5％ 34,210 37,400

４
アークヒルズ
仙石山森タワー

信託

不動産
8,423 4.0％ 7,761 11,100

その他

東京

都内

23区

５ アルカセントラル
信託

不動産
15,391 7.2％

22.8％

15,814 18,000

６ 豊洲プライムスクエア
信託

不動産
21,000 9.9％ 20,584 24,700

７
品川シーサイド
ウエストタワー

信託

不動産
12,000 5.6％ 11,783 13,350

東京

周辺

都市部

８ 横浜プラザビル
信託

不動産
17,950 8.4％

19.1％

16,360 22,100

９
明治安田生命
さいたま新都心ビル

信託

不動産
22,700 10.7％ 17,839 23,700

その他

３大

都市圏

10
グローバル・ワン
名古屋伏見

信託

不動産
17,300 8.1％

16.2％

17,477 18,300

11
明治安田生命
大阪御堂筋ビル

不動産 9,200 4.3％ 9,552 11,300

12
淀屋橋
フレックスタワー

信託

不動産
7,834 3.7％ 6,250 8,350

３大

都市圏

以外の

政令指定

都市

13 THE PEAK SAPPORO
信託

不動産
17,000 8.0％ 8.0％ 16,976 17,000

計 － 212,572 100.0％ 100.0％ 201,799 240,750

（注１）「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した諸費用（売買手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約

書等に記載された売買価格）を記載しています。なお、百万円未満を切捨てて記載しています。なお、アルカ

セントラルについては、売買契約書に記載された売買価格合計16,400百万円から、売主から承継した管理組合

の修繕積立金合計1,008百万円を控除した金額を記載しています。また、大手町ファーストスクエアについて

は、売買契約書に記載された売買価格から、譲渡済の持分55％相当額を控除した金額を記載しています。

（注２）「投資比率」及び「地域区分毎の投資比率」は、本投資法人の取得価格の総額に対する当該資産の取得価格の

比率をいい、小数点第２位を四捨五入しています。
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（注３）「期末算定価額」は、本規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則

に基づき、不動産鑑定士による鑑定評価額（決算日を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、大和不

動産鑑定株式会社、株式会社中央不動産鑑定所、株式会社谷澤総合鑑定所又はJLL森井鑑定株式会社作成の「不

動産鑑定評価書」によります。）を記載しています。各物件の期末算定価額を算出した不動産鑑定機関は、以

下のとおりです。

一般財団法人日本不動産研究所：大手町ファーストスクエア、横浜プラザビル

大和不動産鑑定株式会社 ：平河町森タワー、アークヒルズ 仙石山森タワー、アルカセントラル、品川

シーサイドウエストタワー、淀屋橋フレックスタワー

株式会社中央不動産鑑定所 ：楽天クリムゾンハウス青山、明治安田生命さいたま新都心ビル、THE PEAK

SAPPORO

株式会社谷澤総合鑑定所 ：豊洲プライムスクエア、明治安田生命大阪御堂筋ビル

JLL森井鑑定株式会社 ：グローバル・ワン名古屋伏見

（注４）2023年９月30日現在、上記資産に関して担保設定はなされていません。
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（２）資本的支出の状況

① 資本的支出の予定

本件不動産に関し、2023年９月30日現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主要なも

のは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上の費用に区分される結果となるものが発生する場

合があります。

不動産等の名称

（所在）
目的 予定期間

工事予定金額（千円）

総額
当期

支払額

既支払

総額

大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区）

競争力維持向上のための共用部リニュー
アル工事（2023年度下期)

2024年３月 90,832 － －

平河町森タワー
（東京都千代田区）

監視システム設備更新工事 2023年10月 10,257 － －

中央監視設備更新工事 2023年11月 20,775 － －

楽天クリムゾンハウス青山
（東京都港区）

自動火災報知設備更新工事（第２期） 2024年３月 26,477 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第２期） 2024年３月 38,833 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第３期） 2024年９月 26,544 － －

アルカセントラル
（東京都墨田区）

専用部照明器具ＬＥＤ化工事 2024年３月 16,700 － －

トイレリニューアル工事（第１期） 2024年３月 95,874 － －

トイレリニューアル工事（第２期） 2024年９月 99,077 － －

品川シーサイドウエストタワー
（東京都品川区）

自動火災報知設備更新工事 2024年３月 19,570 － －

特別高圧受変電設備部品更新工事（第２
期）

2024年５月 10,582 － －

明治安田生命さいたま新都心ビル
（埼玉県さいたま市中央区）

機械駐車設備部品更新工事 2024年２月 13,250 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第２期） 2024年２月 41,100 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第３期） 2024年８月 37,150 － －

グローバル・ワン名古屋伏見
（愛知県名古屋市中区）

非常用エレベーター更新工事（第２期） 2023年10月 45,000 － －

共用部照明器具ＬＥＤ化工事（第１期） 2024年３月 13,200 － －

屋上・外壁防水工事 2024年３月 14,000 － －

明治安田生命大阪御堂筋ビル
（大阪府大阪市中央区）

高架水槽更新工事 2024年１月 12,200 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第３期） 2024年３月 46,000 － －

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第４期） 2024年９月 29,100 － －
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② 当期中に行った資本的支出

投資した不動産等において、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事等の概要は以下のとおりです。当

期の資本的支出に該当する工事は467,874千円であり、当期費用に区分された修繕費118,843千円と合わせ、合計

586,717千円の工事を実施しています。

不動産等の名称

（所在）
目的 実施期間

支出金額

（千円）

大手町ファーストスクエア
（東京都千代田区）

競争力維持向上のための共用部リニューア

ル工事（2023年度上期)

自 2023年４月

至 2023年８月
2,683

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第２期）
自 2023年７月

至 2023年８月
19,874

楽天クリムゾンハウス青山
（東京都港区）

エレベーターホール空調設置工事
自 2023年５月

至 2023年８月
18,458

冷却塔主要部品更新工事（第１期）
自 2023年６月

至 2023年８月
37,454

自動火災報知設備更新工事（第１期）
自 2023年８月

至 2023年９月
36,826

アルカセントラル
（東京都墨田区）

共用部ＯＡフロア更新工事
自 2023年６月

至 2023年９月
6,397

豊洲プライムスクエア
（東京都江東区）

専用部照明器具ＬＥＤ化工事
自 2023年４月

至 2023年５月
14,763

品川シーサイドウエストタワー
（東京都品川区）

特別高圧受変電設備部品更新工事（第１

期）

自 2023年５月

至 2023年５月
10,380

明治安田生命さいたま新都心ビル
（埼玉県さいたま市中央区）

専用部事務所化工事
自 2023年４月

至 2023年８月
78,402

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第１期）
自 2023年５月

至 2023年９月
31,948

グローバル・ワン名古屋伏見
（愛知県名古屋市中区）

非常用エレベーター更新工事（第１期）
自 2023年４月

至 2023年９月
43,494

明治安田生命大阪御堂筋ビル
（大阪府大阪市中央区）

専用部照明器具ＬＥＤ化工事（第２期）
自 2023年６月

至 2023年９月
34,832

淀屋橋フレックスタワー
（大阪府大阪市中央区）

専有部照明器具ＬＥＤ化工事（第３期）
自 2023年４月

至 2023年９月
24,468

その他の資本的支出 107,890

合計 467,874
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③ 長期修繕計画のために積み立てた金銭

本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期的

な将来の大規模修繕等の資金支払に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積み立てています。

第36期（千円）

（自 2021年４月１日

至 2021年９月30日）

第37期（千円）

（自 2021年10月１日

至 2022年３月31日）

第38期（千円）

（自 2022年４月１日

至 2022年９月30日）

第39期（千円）

（自 2022年10月１日

至 2023年３月31日）

第40期（千円）

（自 2023年４月１日

至 2023年９月30日）

当期首積立金残高 2,622,594 2,807,903 2,877,212 2,499,206 2,770,825

当期積立額 269,309 269,309 271,994 271,619 276,686

当期積立金取崩額 84,000 200,000 650,000 － －

次期繰越額 2,807,903 2,877,212 2,499,206 2,770,825 3,047,511

（注１）第36期の積立金取り崩しは、アルカセントラルの共用部リニューアル工事及び専有部ＬＥＤ化工事の支払に充

当するためのものです。

（注２）第37期の積立金取り崩しは、楽天クリムゾンハウス青山、アルカセントラル、明治安田生命大阪御堂筋ビル及

び淀屋橋フレックスタワーの資本的支出に充当するためのものです。

（注３）第38期の積立金取り崩しは、大手町ファーストスクエア、平河町森タワー、楽天クリムゾンハウス青山、アル

カセントラル、明治安田生命さいたま新都心ビル、明治安田生命大阪御堂筋ビル及び淀屋橋フレックスタワー

の資本的支出に充当するためのものです。
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④ エンジニアリングレポート及び地震リスク調査報告書の概要

本投資法人が当期末現在において保有する物件に係るエンジニアリングレポート及び地震リスク調査報告書の

概要は、以下のとおりです。

物件名称

エンジニアリングレポート（注１）
地震リスク調査

報告書（注２）

委託調査会社 報告書日付

長期修繕の

費用見積合計

（12年）

ＰＭＬ値

（注３）

大手町ファーストスクエア
日建設計コンストラクション・

マネジメント株式会社
2018年９月 （注４） 1.3％

平河町森タワー 株式会社イー・アール・エス 2020年12月 374,352千円 2.7％

楽天クリムゾンハウス青山 清水建設株式会社 2020年６月 622,295千円 3.3％

アークヒルズ 仙石山森タワー 東京海上ディーアール株式会社 2022年10月 130,372千円 1.7％

アルカセントラル 東京海上ディーアール株式会社 2019年３月 735,248千円 2.2％

豊洲プライムスクエア 株式会社東京建築検査機構 2019年２月
212,670千円

（注５）
4.2％

品川シーサイドウエストタワー 株式会社東京建築検査機構 2022年２月
107,965千円

（注５）
2.1％

横浜プラザビル 東京海上ディーアール株式会社 2019年７月 333,900千円 4.4％

明治安田生命さいたま新都心ビル 株式会社竹中工務店 2022年３月
2,340,045千円

（注６）
3.6％

グローバル・ワン名古屋伏見 株式会社東京建築検査機構 2022年10月 760,170千円 4.7％

明治安田生命大阪御堂筋ビル 株式会社東京建築検査機構 2022年２月
311,130千円

（注６）
0.5％

淀屋橋フレックスタワー 清水建設株式会社 2022年10月 259,699千円 5.4％

THE PEAK SAPPORO 日本建築検査協会株式会社 2022年９月 25,286千円 0.6％

ポートフォリオ全体（注７） － －

（注１）個別の投資対象不動産毎に、当該敷地及び周辺の状況、建物の構造・内外装・各種設備の状況、修繕費用等の

算出、再調達価格の算出、建物の有害物質含有・土壌環境等の調査、遵法性等に関する調査を調査会社に委託

し報告を受けています。ただし、報告内容については、委託調査会社の意見に過ぎず内容の正確性については

保証されていません。

（注２）当期末現在保有している個別の投資対象不動産毎に、応用アール・エム・エス株式会社により地震リスク分析

報告書が作成されています。ただし、本地震リスク分析報告書については、その内容を保証するものではなく、

意見に過ぎません。

（注３）個別物件のＰＭＬ（Probable Maximum Loss：予想最大損失率）とは、建物に最大級の被害を与える地震として

再現期間475年の地震を設定し、その地震動の強さから評価した各建物の地震被害による損失率（損失額／建物

の再調達価格）と定義されます。ただし、ＰＭＬ値には、機器、家具、在庫品、水又は火災による被害、被災

者に対する補償、休業による損失等は考慮されていません。

ポートフォリオのＰＭＬ評価では、複数の建物における地震による相関性を考慮して、ある震源位置で再現期

間475年の地震が発生した場合に、ポートフォリオを構成する建物に同時に発生する損失額の総和から全体での

損失率（損失総額／全建物の再調達価格）を求め、その最大値をポートフォリオのＰＭＬ値としています。

なお、本投資法人が投資する不動産及び信託不動産については、本地震リスク分析報告書の結果を踏まえ、地

震保険は付保しない方針です。

（注４）長期修繕の費用を開示することについて関係者からの承諾が得られていないため、記載していません。

（注５）準共有持分50％に相当する金額を記載しています。

（注６）共有持分50％に相当する金額を記載しています。

（注７）上記の13物件から大手町ファーストスクエアを除いた12物件のポートフォリオＰＭＬ値は1.8％です。
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（３）テナント等の概要

① 個別不動産に関する賃貸状況の概要

（2023年９月30日現在）

物件名称

総賃貸

可能面積

（㎡）

総賃貸

面積

（㎡）

テナント

総数

不動産賃貸

事業収益

（百万円）

対総不動産賃貸

事業収益比率

（％）

（注１）

大手町ファーストスクエア 3,658.55 3,612.15 33 364 5.9

平河町森タワー 9,814.43 9,484.87 （注２） 14 526 8.6

楽天クリムゾンハウス青山 14,012.64 14,012.64 ３ 904 14.7

アークヒルズ 仙石山森タワー 3,944.81 3,306.63 （注３） 10 210 3.4

アルカセントラル 15,746.41 14,986.70 23 531 8.7

豊洲プライムスクエア 16,140.83 13,548.03 21 459 7.5

品川シーサイドウエストタワー 12,255.39 12,040.80 ６ 400 6.5

横浜プラザビル 14,148.34 13,960.74 21 502 8.2

明治安田生命さいたま新都心ビル 21,715.52 21,333.04 42 973 15.9

グローバル・ワン名古屋伏見 15,041.74 15,041.74 １ 276 4.5

明治安田生命大阪御堂筋ビル 8,877.08 8,755.84 14 350 5.7

淀屋橋フレックスタワー 7,432.28 7,432.28 13 278 4.5

THE PEAK SAPPORO 10,440.10 10,440.10 （注４） 9 359 5.9

合計 153,228.11 147,955.55 （注５） 207 6,139 100.0

（注１）「対総不動産賃貸事業収益比率」は、小数点第２位を四捨五入しています。

（注２）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、エンドテナント総数を記載して

います。

（注３）信託受託者と森ビル株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、共同運用区画のエンドテナント

総数を記載しています。

（注４）信託受託者と三菱地所プロパティマネジメント株式会社との間の建物賃貸借契約はパススルー型のため、エン

ドテナント総数を記載しています。

（注５）「テナント総数」の合計は、同一テナントが複数の物件に入居している場合には、１テナントとして算出して

います。以下、同様です。

② 稼働率推移

2023年９月末までの直近５年間の各期末日現在の稼働率等の推移は以下のとおりです。

2019年

３月末

2019年

９月末

2020年

３月末

2020年

９月末

2021年

３月末

2021年

９月末

物件数 11 11 11 11 11 11

テナント総数 193 208 207 203 199 191

総賃貸可能面積（㎡） 123,897.35 132,150.00 132,161.21 132,161.21 132,174.52 131,843.76

稼働率（％） 99.7 99.8 99.8 97.6 97.5 96.3

2022年

３月末

2022年

９月末

2023年

３月末

2023年

９月末

物件数 11 11 12 13

テナント総数 194 191 202 207

総賃貸可能面積（㎡） 131,843.76 131,843.76 140,553.41 153,228.11

稼働率（％） 98.0 96.7 96.3 96.6
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当期における各物件の稼働率の推移は以下のとおりです。

物件名称

2023年

４月末

2023年

５月末

2023年

６月末

2023年

７月末

2023年

８月末

2023年

９月末

（％） （％） （％） （％） （％） （％）

大手町ファーストスクエア 98.4 98.4 98.4 98.7 98.7 98.7

平河町森タワー 96.6 96.6 96.6 96.6 96.6 96.6

楽天クリムゾンハウス青山 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

アークヒルズ 仙石山森タワー 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8 83.8

アルカセントラル 100.0 100.0 95.2 95.2 95.2 95.2

豊洲プライムスクエア 81.5 83.9 83.9 83.9 83.9 83.9

品川シーサイドウエストタワー 98.2 98.2 98.2 98.2 98.2 98.2

横浜プラザビル 90.3 90.3 90.3 90.3 90.3 98.7

明治安田生命さいたま新都心ビル 98.9 98.9 98.9 98.9 98.9 98.2

グローバル・ワン名古屋伏見 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

明治安田生命大阪御堂筋ビル 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6

淀屋橋フレックスタワー 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

THE PEAK SAPPORO 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

合計 96.1 96.4 95.9 95.9 95.9 96.6

　


